
































































































































































































































































































































































 第 1項： 第6条2項に規定された不動産の譲渡から得られた利益は，その財産が所在する締約国で課税するこ
とができる。

















































































































































































































（34）  大法院 2002.5.10 宣告 2002 ド 431 判決，1994.12.27 宣告 91 ヌ 5823 判決，安　大熙『租税刑事法』，（法文社，
2005），222頁。
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約を利用する導管会社による租税回避等がこれに該当する。しかしながら，同規定におけ
る経済的実質の概念は定まっておらず，個別の取引において「経済的実質」をどのような
基準によって判断するか，まだどのような方法で取引を再構成すべきなのかが国税基本法
同様に明確にされるべきである（35）。
さらに同規定では，租税回避の最も重要な概念である「租税を不当に減少させること」
の概念について明確な規定がない。不当な租税の減少と租税回避の関係について「不当な
租税の減少」の定義を詳細に規定する必要がある。
2．国税基本法第14条第3項および国租法第2条の2の第3項の改善方案
国税基本法第14条第3項の問題点を改善するためには具体的立法が必要となる。現行の
一般的租税回避防止規定の実質課税原則の適用要件である「不当」の概念と「経済的実質」
の概念が曖昧かつ包括的なので納税者の法的安全性を損なう恐れがある。」また「租税条約
とこの法律の恩恵を不当に受けるためのものと認められる場合」とは何を意味するかが問
題である。
ここで「不当」の概念の解釈において参考となる規定は，法人税法第52条（不当行為計
算否認）の不当の概念とOECDモデル租税条約注釈書の内容が「不当」について最も参考
になる基準とすることができる。OECDモデル租税条約注釈書によると，いくつかの取引
について租税条約の濫用があったと簡単に断定してはならず，その取引の主な目的は，税
法上のより有利な地位を確保することであり関連状況に照らしこれらの税法上の取扱いを
受けることが関連租税条約の規定の規律対象や目的に反する場合には，租税条約の特典が
与えられてはならないと規定している（36）。
一般的租税回避防止規定を租税法律主義の枠内で作動するように改善するためには，可
能な範囲内で最大限具体的基準を規定すべきである。そのためには，最低限「不当」の意味
を明確にすること，また立証責任の所在と方法を示すこと，そして「租税を減少させたこ
と」の例示等を明確に示す必要がある。
おわりに
以上，本稿では韓国の，憲法，税法，租税条約のなかにおける一般的租税回避規定の問題
点について検討した。
最後に日本の現状に触れると，2013年に発表されたOECD BEPS行動計画 により租税
回避防止規定の導入に対する議論が始まっている。
OECDのBEPS行動計画の実施においてOECD租税委員会議長国である日本では昭和
36年の提案以来，各個別税法に応じて個々の具体的事例に基づいた個別規定を設けること
が望ましく，一般的否認規定を設けないことが長期に渡り妥当であるとしてきた（37）。
しかしながら日本でも一般的租税回避防止規定（GAAR）導入が必要であるとする新た
（35）  趙　珍姫・前掲注（14），244頁，安　慶峰・尹　智炫・前掲注（22），208頁。
（36）  安　慶峰・尹　智炫・前掲注（22），205－206頁。
（37）  昭和38年に政府税制調査会で一般的否認規定または包括的否認規定を国税通則法に規定するという提案。本
庄　資・田井良夫・関口博久・前掲注（6），102頁，趙　珍姫・前掲注（14），250頁。
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な議論が始まっている。本庄資教授は，「日本がBEPSプロジェクトに積極的に国際協調路
線をとり，包括的で一貫した国際的租税回避の防止策を構築するには，・・・一般的租税
回避防止規定の導入などについて，「国際的租税回避」さらに「濫用的国際的租税回避」の
概念を国際的に共通性のある概念として受け入れたうえで，Cash　boxなどのクロスボー
ダースキームに国際的に包括的に一貫性のある国際的租税回避防止規定さらに濫用的国際
的租税回避防止規定の策定に着手することが期待される（38）。」と見解を述べている。また
森信茂樹教授は，「租税回避の議論を深め，法律で否認される租税回避行為（取引）を明確
にしつつ，一般的否認規定（GAAR）の導入による立法的解決に向けて議論を始める必要
がある（39）。」と見解を述べている。
このような議論の中で，2016年2月29日最高裁で注目する判決が下された。法人税法第
132条の2で争われた判決の中で租税回避に対する「不当性」についての判断基準が示され
た。このように最高裁が法の濫用基準を示したことから今後，包括的租税回避防止規定導
入の議論が高まるものと考える（40）。
結論として，韓国における一般租税回避防止規定は，その適用要件や概念を具体的に明
文化すべきであり，これにより，租税法律主義と租税平等主義の原則が互いに衝突すること
なく，法的安定性と予測可能性を高めることで租税紛争の減少に繋がることが期待できる。
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〔抄　録〕
近年，国際的租税回避行為は様々な形態で発生している。OECDでは，多国籍企業の税
源浸食と利益移転（アグレッシブ・タックス・プランニング）に対処するため，税収確保に
向けた執行強化や租税政策が中心課題として議論されることになり，2013年7月にBEPS
（税源浸食と利益移転）行動計画が発表され，各国は国内法を整備している過程である。
また，租税回避行為に対しては，すべての形態の租税回避行為を規制するための「一般
的租税回避防止規定（GAAR）」が各国で検討あるいは導入されている。
韓国では2000年代に入り，外国投資ファンドの租税条約濫用による租税回避事件が多
発し，租税回避防止のために各税法で個別規定を設けるなど数次の改正が行われている。
その中でも代表的なものとして，国際租税調整に関する法律第2条の2に国際取引に関す
る実質課税規定と国税基本法第14条第3項であり，この規定は，一般的租税回避防止規定
（GAAR）として評価されている。
本稿は，この規定を中心に韓国の大法院（最高裁）の判例を検討し，これらの検討を通じ
て租税回避行為を防止するための一般的租税回避防止規定の導入の必要性とその問題点，
改善案について検討したものである。
